平成１４年工業統計調査結果報告

調査の変更点 
１　調査対象について

西暦末尾１、２、４、６、７、９の年に、従業者３人以下の事業所について福井県が独自に実施してきた「福井県工業統計調査」を平成１４調査から中止した。そのため、平成１４年調査の対象事業所は従業者４人以上の事業所となった。 

これにより、比較のため過去の数値も従業者４人以上の事業所の集計値とした。 

２　産業分類について

①日本産業分類の改訂に伴い、以下の点を変更した。 

  ・「もやし製造業」は大分類『Ａ－農業』に、「新聞業」および「出版業」は大分類『Ｈ－情報通信業』と製造業以外に移行し、工業統計調査の対象外となった。 

  ・「電気機械器具製造業」は「電気機械器具製造業」、「情報通信機械器具製造業」、「電子部品・デバイス製造業」の３業種に分割された。 

  ・「武器製造業」は「その他の製造業」に統合した。 

②以上の変更による本報告書での取り扱い 

  ・前年までは「新聞業」「出版業」が製造業であったことから、「印刷・同関連業」の前年値には「新聞業」「出版業」が含まれている。ただし、前年との比較には前年値から「新聞業」「出版業」を除いた数値を用いた。 

  　　　 ・その他変更のあった業種については、前年値を新産業分類に置き換えた。
（産業分類新旧対照表）
１．概況
平成１４年工業統計調査(調査期日は平成１４年１２月３１日）の本県の集計結果は以下のとおりである。 

事業所数は、３,３９０事業所で、前年に比べて３６１事業所（▲９．６％）減少した。 

従業者数は、７万９,０７７人で、前年に比べて５,１５０人（▲６．１％）減少した。 

製造品出荷額等は、１兆６,８７１億円で、前年に比べて９００億円（▲５．１％）減少した。 

　　　 粗付加価値額は、７,７５３億円で、前年に比べて３００億円（▲３．７％）減少した。
（別表１）

平成１３年
平成１４年
対前年比
増減

事業所数
3,751
3,390
▲9.6
▲361

従業者数(人）
84,227
79,077
▲6.1
▲5,150

製造品出荷額等

（百万円）
1,777,053
1,687,094
▲5.1
▲89,959

粗付加価値額

（百万円）
805,258
775,276
▲3.7
▲29,982

２．事業所数 
　事業所数は、３,３９０事業所で、前年に比べ３６１事業所（▲９．６％）の減となり、平成４年から１１年続けて減少した。

(１)産業別
　産業別に前年と比べると、増加した業種は、情報通信機械２事業所増(前年比１５．４％）など２業種で、減少した業種は、繊維１００事業所減（同▲１３．０％）、精密機械４４事業所減（同▲１１．５％）、衣服２８事業所減（同▲８．６％)など２１業種となった。 

  　事業所数の最も多い業種は、繊維６７０事業所（構成比１９．８％）で、以下、精密機械３３８事業所（同１０．０％）、食料品３１２事業所（同９．２％）、衣服２９８事業所（同８．８％）の順となっている。(別表５）
(２)従業者規模別
  　従業者規模別に前年と比べると、増加した規模はなく、減少した規模は、従業者４～９人規模２９０事業所減（前年比▲１３．７％）、３０～９９人規模３０事業所減（同▲７．６％）などとなった。(別表６)
(３)市町村別・広域圏別
  　市町村別に前年と比べると、増加した市町村は、織田町２事業所増（前年比４．３％）で、減少した市町村は、鯖江市８０事業所減（同▲１１．９％）、福井市６８事業所減（同▲８．２％）、武生市３３事業所減（同▲８．５％）など３１市町村となった。 

 　 広域圏別に前年と比べると、福井坂井地区１４６事業所減（同▲８．７％）、丹南地区１４３事業所減（同▲１０．１％）、嶺南地区４０事業所減（同▲１０．６％）、大野勝山地区３２事
業所減（同▲１１．４％）となった。（市町村別統計表１）(広域市町村圏別統計表１)
３．従業者数
従業者数は７万９,０７７人で前年に比べ５,１５０人（▲６．１％）の減となり平成４年から１１年続けて減少した。
(１)産業別

 　産業別に前年と比べると、増加した業種は、食料品２００人増（前年比３．４％）、化学１３３人増（同３．１％）、情報通信機械８８人増（同１５．９％）など７業種で、減少した業種は、繊維１,５３７人減（同▲１０．４％）、精密機械７５７人減（同▲１０．８％）、電気機械４７８人減（同▲９．８％）など１７業種となった
従業者数の前年比


平成１３年
平成１４年
前年比
増減

総数
84,227
79,077
▲.1
▲5,150

男
48,270
45,359
▲6.0
▲2,911

女
35,957
33,718
▲6.2
▲2,239

常用労働者
82,934
78,021
▲5.9
▲4,913

個人・無給家族
1,293
1,056
▲18.3
▲237

　従業者数の最も多い業種は、繊維1万３,２２１人（構成比１６．７％）で、以下、電子・デバイス９,３５４人（同１１．８％）、衣服６,８１４人（同８．６％）、精密機械６,２６３人（同７．９％）、食料品６,０８９人（同７．７％）の順となっており、この５業種で全体の５２．７％を占めている。 (別表７)
 (２)従業者規模別

　従業者規模別に前年と比べると、増加した規模はなく、減少した規模は、３０～９９人規模１,７２６人減（前年比▲８．２％）、４～９人規模１,５７５人減（同▲１３．０％）、１００～２９９人規模１,００５人減（同▲５．９％）、２０～２９人規模３６７人減（同▲４．６％）などとなった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(別表８)
(３)市町村別・広域圏別

　 市町村別に前年と比べると、増加した市町村は、清水町１４５人増（前年比１２．８％）、坂井町４０人増（同２．４％）、芦原町６人増（同１．６％）など５市町村で、減少した市町村は、鯖江市１,１３７人減（同▲９．４％）、福井市８９６人減（同▲４．８％）、武生市６２０人減（同▲４．６％）など２９市町村となった。 
　 広域圏別に前年と比べると、すべての地区で減少した。 

（市町村別統計表１）（広域市町村圏別統計表１）
４．製造品出荷額等
製造品出荷額等は１兆６,８７１億円で前年に比べ９００億円（▲５．１％）減少した。
(１)産業別

　産業別に前年と比べると、増加した業種は、情報通信機械９３億円増（前年比６５．８％）、電子・デバイス６６億円増（同２．７％）、非鉄金属５億円増（同０．５％）などの７業種で、減少した業種は、一般機械１９９億円減（同▲１９．７％）、繊維１７７億円減（同▲８．５％）、精密機械１５６億円減（同▲１５．６％）など１７業種となった。 

　出荷額等が最も多い業種は、電子・デバイス２,５６５億円（構成比１５．２％）で、以下、繊維１,９２０億円（同１１．４％）、化学１,８１８億円（同１０．８％）、電気機械１,３４５億円（同８．０％）、プラスチック１,１６０億円（同６．９％）の順となっており、この５業種で全体の５２．３％を占めている。 (別表９)
(２)従業者規模別

　従業者規模別に前年と比べると、増加した規模は、１００～２９９人規模１４０億円増（前年比３．５％）、減少した規模は、３０～９９人規模３５６億円減（同▲８．４％）、３００人以上規模３２０億円減（同▲５．６％）、２０～２９人規模１４４億円減（同▲１１．６％）、４～９人規模１４０億円減（同▲１１．８％）などとなった。 (別表１０)
(３)市町村別・広域圏別

　市町村別に前年と比べると、春江町３１億円増（前年比３．０％）、勝山市９億円増（同１．５％）など４市町で増加した。 

　出荷額が最も多い市町村は、武生市３,４０７億円（構成比２０．２％）で、以下、福井市３,１５２億円（同１８．７％）、鯖江市１,７０５億円（同１０．１％）の順となっており、この３市で全体の４９．０％を占めている。 

　広域圏別に前年と比べると、大野勝山地区で増加、その他の地区で減少した。 

　出荷額が最も大きい地区は、福井坂井地区７,６８４億円（構成比４５．５％）で、以下丹南地区、嶺南地区、大野勝山地区の順となっている。。 

(市町村別統計表１)(広域市町村圏別統計表１)
(４)産業３類型別

　産業３類型別で出荷額が最も多いのは、基礎素材型産業で、以下加工組立型、生活関連型の順となっている。 (別表１２)
５．粗付加価値額  
　粗付加価値額は７,７５３億円で前年に比べ３００億円（▲３．７％）減少した。
　産業別に前年と比べると、増加した業種は、電子・デバイス６９億円増（前年比６．８％）、プラスチック６１億円増（同９．８％）、電気機械５４億円増（同１０．８％）など９業種で、減少した業種は、繊維８７億円減（同▲７．８％）、精密機械８３億円減（同▲１６．９％）、化学６８億円減（同▲７．９％）、一般機械５３億円減（同▲１２．０％）など１５業種となった。(別表１３) 
６．付加価値額（従業者３０人以上の事業所）
　付加価値額は５,２６４億円で前年に比べ６３億円（▲１．２％）の減となった。
　産業別に前年と比べると、増加した業種は、プラスチック２６億円増（前年比４．９％）、木材７億円増（同１２．４％）の２業種で、減少した業種は、化学７８億円減（同▲１１．２％）、繊維６４億円減（同▲９．３％）、精密機械４８億円減(同▲１６．５％）など１８業種となった。

　なお、従業者１人１か月当たりの付加価値額は８７万円で、前年より５万円の増加となった。
　また、付加価値率（＝付加価値額／｛生産額－（内国消費税額＋推計消費税額）｝×１００）は、４０．１％となり、前年より１．１ポイント上回った。 （別表１４） （中分類別８）
７．原材料使用額等
　原材料使用額等は８,７７７億円で前年に比べ６０１億円（▲６．４％）の減となった。
　産業別に前年と比べると、増加した業種は、情報通信機械４８億円増（前年比４７．４％）、金属１２億円増（同３．３％）など６業種で、減少した業種は、一般機械１４７億円減（同▲２６．６％）、繊維８６億円減（同▲９．３％）、プラスチック７１億円減（同▲１３．８％）など１８業種となった。
　また、従業者３０人以上の事業所の原材料使用額等は７,１８１億円となった。
　内訳は、原材料費６,０１３億円（構成比８３．７％）、燃料費１３６億円（同１．９％）、電力料２７５億円（同３．８％）、委託生産費７５６億円（同１０．５％）となっている。 

　なお、従業者３０人以上の事業所の原材料率（＝原材料使用額等／｛生産額－（内国消費税額＋推計消費税額）｝×１００）は、５４．７％となり、前年より０．８ポイント下回った。
（別表１５）（中分類別７）（中分類別８）
８．現金給与総額
　現金給与総額は３,０７８億円で前年に比べ３２９億円（▲９．７％）の減となった。

　産業別に前年と比べると、増加した業種は、木材１０億円増（前年比１４．１％）、非鉄金属３億円増（同３．８％）、輸送機械２億円増（同２．６％）など７業種で、減少した業種は、電気機械７４億円減（同▲２８．０％）、繊維６６億円減（同▲１２．６％）、精密機械３９億円

（同▲１５．５％）など１７業種となった。（別表１６）
９．製造品等在庫額（従業者３０人以上の事業所）
　年末在庫額は１,５１９億円で前年に比べ６８億円（▲４．３％）の減となった。

　在庫額が最も多い業種は、化学２２５億円（構成比１４．８％）で、以下、電子・デバイス１９０億円（同１２．５％）、プラスチック１２７億円（同８．４％）、電気機械１２６億円（同８．３％）の順となっている。 

　なお、在庫率（＝年末在庫額／｛生産額－（内国消費税額＋推計消費税額）｝×１００）は、１１．６％となり、前年とほぼ同じであった。（別表１７）（別表１８）
１０．有形固定資産投資額（従業者３０人以上の事業所）
　有形固定資産投資額は６０４億円で前年に比べ３４５億円（▲３６．３％）の減となった。
　産業別に前年と比べると、増加した業種は、食料品２０億円増（前年比２２４．３％）、輸送機械１１億円増（同３３．３％）、一般機械５億円増（同７８．４％）の８業種で、減少した業種は、プラスチック１０４億円減（同▲６０．８％）、電気機械８５億円減（同▲７２．１％）、化学４３億円減（同▲３１．６％）など、１６業種となった。（別表１９）
１１．工業用地（従業者３０人以上の事業所）
　工業用地敷地面積は、１,２４６万㎡で前年に比べて５３万㎡（▲４．１％）の減となった。

　１事業所当たりでみると２５,１８０㎡で、前年に比べ７０１㎡増加した。

　敷地面積が最も大きい業種は、繊維２４７万㎡（構成比１９．８％）で、以下、化学２１１万㎡（同１６．９％）、非鉄金属１３０万㎡（同１０．４％）、電気機械１００万㎡（同８．０％）の順となっている。（用地・用水統計表１）
１２．工業用水（従業者３０人以上の事業所）
　工業用水の1日当たりの使用量は８１万ｍ3で前年に比べ６万ｍ3減少した。
１日当たりの水源別水量では、回収水が４４万ｍ3（構成比５５．０％）と最も多く、以下、井戸水２６万ｍ3（同３２．７％）、工業用水道６万ｍ3（同７．３％）の順となっている。
1日当たりの用途別水量では、冷却用水・温調用水が６０万ｍ3(構成比７４．５％）と最も多く、以下、製品処理・洗じょう用水１６万ｍ3（同１９．８％）、その他２万ｍ3（同３．１％）の順となっている。

　１事業所当たりでは、およそ０．１６３万ｍ3と前年とほぼ同じであった。

（別表２１）（別表２２）（別表２３）
１３．特産工業品
「絹・人絹織物」、「細幅織物」、「洋紙・和紙・ふすま紙」、「打刃物」、「眼鏡・眼鏡枠」、「漆器」の６品目を本県の特産工業品とみなして集計した。
  なお、事業所において異なった種類の品目を製造あるいは賃加工している場合は、それぞれ該当事業所数に計上し、「延事業所数」として示したため、産業中・細分類別統計表の数値とは一致しない。（別表２４）
特産工業品別、延事業所数、出荷額等の前年比 [単位：百万円、％] 
延事業所数
絹・人絹織物
細幅織物
洋紙・和紙・ふすま紙
打刃物
眼鏡・眼鏡枠
漆器
合計

１３年

１４年

前年比
321

269

▲16.2
130

118

▲9.2
56

56

0.0
13

13

0.0
466

416

▲10.7
111

110

▲0.9
1,097

982

▲10.5

出荷額等
絹・人絹織物
細幅織物
洋紙・和紙・ふすま紙
打刃物
眼鏡・眼鏡枠
漆器
合計

１３年

１４年

前年比
52,692

44,477

▲15.6
16,038

15,810

▲1.4
6,034

4,688

▲22.3
368

428

16.3
97,678

83,007

▲15.0
6,126

5,927

▲3.2
178,936

154,337

▲13.7

特産工業品別、出荷額等の推移　[単位：億円]


絹・人絹織物
細幅織物
洋紙・和紙・ふすま紙
打刃物
眼鏡・眼鏡枠
漆器
合計

８年
576
189
79
6
959
118
1,928

９年
593
195
74
6
1,002
118
1,987

１０年
493
180
58
5
1,090
85
1,911

１１年
603
165
65
5
1,125
97
2,059

１２年
572
169
66
5
1,174
90
2,075

１３年
527
160
60
4
977
61
1,789

１４年
445
158
47
4
830
59
1,543

（注：出荷額等・・・製造品出荷額と加工賃収入額の計）
